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（令和３年度実施分）

自己評価書の作成に当たっての
留意点等について

Ｋ-３

令和３年度に実施する高等専門学校機関別
認証評価に関する自己評価担当者等に対する研修会

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構
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学校担当者向けの解説資料①

・高専の担当者におかれましては、各観点の留意すべき点をご確認の上、自己評価書を作
成ください。スライド全般、各基準の特に留意すべき点は以下のとおりです。

【スライド全般】

・以下の表記がされている場合は、学校として規程類を明文化する必要があります。

仮に取組があっても、規程類が整備されていなければ、その根拠とはなりません。

「○○が定められ」、「○○が明確化」⇒ 例：自己点検・評価規程

「体制があるか」、「整備しているか」⇒ 例：自己点検・評価委員会規程

「方針はあるか」、「基準はあるか」 ⇒ 例：自己点検・評価実施方針

・各種意見聴取、満足度、活用状況、認知状況は学校として把握する必要があります。

・改善事例を記載する項目では、把握や検証した結果等を基に、改善を結び付けているこ

とがわかる資料（改善策を議論している会議の議事録等）が必要です。

・各基準の項目は、基本的に自己評価書提出時点で学校として取り組むべき内容です。ま

た、その確認ができなかった場合、「改善を要する点」、「基準を満たさない」と判断

する怖れがあることにご留意いただき、各高専におかれましては、訪問調査時の負担軽

減のためにも、未実施の内容や取組がないか、必ずご確認ください。
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学校担当者向けの解説資料②

【基準１】

・学校が定めた基準等で、自己点検・評価の実施・公表する（未実施は法令違反。単に、年度計画、
機関別認証評価を実施しているだけでは不十分。）。

・前回評価時の改善を要する点は、必ず自己評価書提出時点までに改善する。

・３つのポリシーは、観点1-2-①のスライドで示すガイドラインの内容を含んでいるか。DP、CP、AP
は客観的に整合が取れているか、齟齬はないか等、定期的な見直し（会議の審議結果等）が必要。

【基準２】

・教職員の研修は、全てＦＤ活動となるわけではない。教育活動に関する組織的な研修等が、ＦＤ活
動に該当。ＦＤ（基準2-4-①）とＳＤ（基準4-2-⑤）は基本的に分けて整理する。

【基準３】

・特別な支援が必要と考えられる学生への支援体制については、在籍者がいなくても、受入れを行っ
ている場合は、体制を整備する。

【基準４】

・観点4-3-①の教育研究活動等の情報（ウェブサイト掲載項目チェック表の内容）は、全て公表する
（一部未公表も法令違反。最新情報であること。）。

【基準５、８】

・観点5-3-①、観点8-1-⑤（成績評価等）は、規程類の整備・取組に漏れがないか確認する。

【選択Ａ、Ｂ】

・研究活動及び地域貢献活動の目的は、学校独自に策定する（年度計画等の流用、センター規程等は
不可）。
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本資料の見方について 留意点を補足する内容（黒字）

認証評価基準の基準１～８また選択的評価事項Ａ、Ｂの

｢観点｣ごとに、｢自己点検・評価結果の根拠資料・説明等欄｣の内

容について、評価担当者が分析・評価する及び学校担当者が自

己点検・評価する際の留意点等を補足する内容を記載していま

す。

本資料は自己評価書の作成及び分析する際に参考としてご使用ください。

◇根拠資料・説明等（緑字）

１項目に複数の根拠資料・説明等を求める場合に記載。

ただし１項目に１つ、もしくは補足内容が重複して該当す

る場合は省略しています。

本資料自己評価書

各｢自己点検・評価項目｣の内容（青字）

自己評価書の内容を記載。

ただし補足事項の該当が無い場合、１観点に１つの場合

、補足内容が重複して該当する場合は簡略化して記載し

ています。
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観点１－１－①【重点評価項目】

(1)学校として定期的に自己点検・評価を実施するための方針を定めているか。

・実施方針が定められ、趣旨、実施周期（７年に一度以上の定期性）、実施方法、評価結

果の外部検証等を含んだ内容としているか。

・定期性については、学校として周期を定め、７年に一度以上の実施が必要。

(2)(1)の方針において、自己点検・評価の実施体制（委員会等）を整備してい

るか。

・委員会等の構成、役割分担、責任の所在の明確化が確認できるか。

(3)(1)の方針において、若しくは同方針に基づいて、自己点検・評価の基準・

項目等を設定しているか。

・学校として策定した基準が確認できるか。（年度計画をそのまま利用するのは不可。

例えば、自己点検・評価の基準・項目等として策定していれば、年度計画や機関別認証

評価基準、ＪＡＢＥＥ認定プログラムの認定基準等を利用することも可能ではあるが、

目的が異なることから、明確な理由が必要。

・管理運営を含めた総合的な状況に対して基準を策定しているか。

基準１ 教育の内部質保証システム
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観点１－１－② 【重点評価項目】

(1)根拠となるデータや資料等を定期的に収集・蓄積しているか。

◇収集・蓄積状況がわかる資料

・根拠データや資料等は、各学校の目的や活動実態、評価実施体制等により内容が異なる。

◇担当組織、責任体制がわかる資料

・収集・蓄積場所は一箇所である必要はない。

(2)自己点検・評価を定期的に実施しているか。

・規程に基づき定期的に点検・評価を実施しているか。（直近２回以上の報告書が必要）

・管理運営を含む点検項目を学校として策定し、総合的に点検・評価を実施しているか。

・学教法109条による学校の策定した基準に基づく自己点検・評価であるか。

（年度計画や第三者評価の項目をそのまま利用するのは不可）

・教育活動・業績報告や、意見聴取等の集計結果をまとめただけのものにとどまらず、

その活動を評価しているか。（単に聴取するだけでなく、学校として結果の評価が必要）

(3)(2)の結果を公表しているか。

・全文（資料等を含む）の公表が必要。（一部のみの公表では不可）

基準１ 教育の内部質保証システム
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(1)自己点検・評価の実施に際して、次の各者の意見を反映するようになって

いるか。
◇各意見聴取の実施状況がわかる資料（実施方法、回数、意見内容の例、アンケート結果

集計表等。）

・意見の聴取状況が具体的にわかるか。

◇自己点検・評価結果報告書等の該当箇所

・聴取した意見を学校として策定した基準に基づき自己点検・評価に反映しているか。

・単に意見の聴取結果を示すだけでなく、評価していることを具体的に示しているか。

・全ての項目にチェック（意見を反映する取組）が必要。

(2)自己点検・評価の実施において、聴取された意見の評価結果及び他の様々

な評価の結果等を踏まえて行っているか。
・各評価結果等を踏まえていることが具体的・客観的に確認できるか。

・継続的に意見の聴取を行い、自己点検・評価を行う仕組みになっているか。

・【〇〇の意見聴取】ごとに、一つ以上のチェック（意見を反映する取組）が必要。

基準１ 教育の内部質保証システム

観点１－１－③ 【重点評価項目】
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(1)自己点検・評価や第三者評価等の結果を教育の質の改善・向上に結び付け

るような体制が整備されているか。

・実施体制が具体的にわかる資料（委員会規程等）であるか。

・委員会等の【会議体の名称】が確認できるか。

(2)前回の機関別認証評価における評価結果について、｢改善を要する点｣ とし

て指摘された事項への対応をしているか。

・「改善を要する点」として指摘された全ての事項への改善状況が確認できるか。

(3)(2)以外で、実際に、自己点検・評価や第三者評価等の結果に基づいて改善

に向けた取組を行っているか。

・改善・向上のための組織体制が、自己点検・評価等の結果から、改善計画を策定し、計

画の進捗状況を確認しているか。（委員会等の会議資料、議事録等）

・観点１－１－③－(2)において、設置計画履行状況等の調査結果を挙げている場合は、

留意事項・改善状況の内容について、分析する必要がある。

基準１ 教育の内部質保証システム

観点１－１－④【重点評価項目】
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基準１ 教育の内部質保証システム

(1)～(3) 重複該当
◇策定した卒業の認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー）※以降ＤＰ

・学校及び学科ごとの目的（本評価書のⅡ目的に記載するもの。）と内容に明確かつ重大

な齟齬がないと客観的に判断できるか。

・学生が卒業（修了）時に身につける学力、資質・能力を明示しているか。

観点１－２－①

【参考】
「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシー），「教育課程編成・実施の方針」（カリキュラム・ポリシー）及
び「入学者受入れの方針」（アドミッション・ポリシー）の策定及び運用に関するガイドライン

【掲載先】

○文部科学省（Top） > 政策・審議会 > 審議会情報 > 中央教育審議会 > 大学分科会 > 「卒業認定・学位授与の方針」（ディプロマ・ポリシ
ー），「教育課程編成・実施の方針」（カリキュラム・ポリシー）及び「入学者受入れの方針」（アドミッション・ポリシー）の策定及び運
用に関するガイドライン（平成28年3月31日 大学教育部会）
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/houkoku/__icsFiles/afieldfile/2016/04/01/1369248_01_1.pdf
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(1)、(2) 重複該当

◇策定した教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）※以降ＣＰ

・学校及び学科ごとの目的（本評価書のⅡ目的に記載するもの。）やＤＰと、内容や策定

単位に明確かつ重大な齟齬が無いと客観的に判断できるか。

(3)ＣＰは、どのような内容を含んでいるか。

・教育課程の編成のための方針、教育の内容および教育の実施方法に関する方針、学習成果

を評価する方法に関する方針（成績評価基準そのものではない）について明示しているか。

・「その他」以外のもの全てにチェックが入る（内容を含む）必要がある。

基準１ 教育の内部質保証システム

観点１－２－②
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◇策定した入学者の受入れに関する方針（アドミッション・ポリシー）※以降ＡＰ

(1)～(5) 重複該当

・「入学者選抜の基本方針」と「求める学生像（受け入れる学生に求める学習成果を含

む。）」の両方を定めているか。

・学校及び学科ごとの目的、ＤＰ、ＣＰと、内容に明確かつ重大な齟齬が無いと客観的

に判断できるか。

・選抜ごと（編入学者選抜、留学生選抜）に、項目立て（記述）が必要。

(3)、(4) 重複該当

・「明示している」にチェックし、双方の内容が客観的に確認できることが必要。

(5)受入れる学生に求める学習成果には「学力の３要素」に係る内容が含まれ

ているか。

・「学力の３要素」に沿った成果の内容を明示しているか。３要素は、それぞれ客観

的に確認できることが必要。

基準１ 教育の内部質保証システム

観点１－２－③
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・観点１－２－①に準じる。

観点１－２－⑤

・観点１－２－②に準じる。

観点１－２－⑥

・観点１－２－③に準じる。

基準１ 教育の内部質保証システム

※観点１－２－④～⑥（専攻科課程）は、

観点１－２－①～③（準学士課程）の内容を準用。

観点１－２－④



独立行政法人
大学改革支援・学位授与機構

13

(1)学校の目的及び三つの方針について、社会の状況等を把握し、適宜点検する

体制となっているか。
・体制の整備状況を規定等で定めているか。

・具体的な体制の整備状況（会議体の規程等）がわかるか。

(2)学校の目的及び三つの方針について、社会の状況等を把握し、適宜点検して

いるか。
・(1)に基づき、定期的に点検を実施しているか。

・会議での点検状況（会議の議事録、会議資料等）が具体的に確認できるか。

基準１ 教育の内部質保証システム

観点１－３－①
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(1)学科（専攻）の構成が学校の目的及び卒業（修了）の認定に関する方針と

整合性がとれているか。

・構成とは、規模・内容、定員、学級編成および名称等を指し、学校の目的及び卒業（修

了）の認定に関する方針に明確かつ重大な齟齬が無いと客観的に判断できるか。

(1)教育活動を有効に展開するための検討・運営体制を整備しているか。

・会議体の規程等から具体的な体制の整備状況がわかるか。

(2)(1)の体制の下、必要な活動を行っているか。

・会議は定期的に開催しているか。（会議の議事要旨、評価実施年度直近１年間の開催

頻度がわかる資料）

観点２－１－①

観点２－１－②

観点２－１－③

基準２教育組織及び教員・教育支援者等
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(1)～(3) 重複該当
・法令に基づく教員数を確保しているか。（できていない場合は、その状況の発生時期、

今後の補充計画、補充時期等が明確か）

(4)適切な専門分野の教員が授業科目を担当しているか。
・教員(非常勤を含む)の専門分野と担当授業科目との整合性があるか。

(5)適切な教員配置について専門分野以外に配慮していることがあるか。
◆配慮事項として掲げる博士の学位、ネイティブスピーカー、技術資格、実務経験、海外経

験、その他の具体的な内容について、資料を基に記述する。

・適切な配置状況について､本評価書Ⅱに記載した目的やＤＰとの整合性はあるか。

・学校の目的に沿って編成した教育課程を展開するために必要な教員（非常勤を含む）を

配置しているか。（例：実践的技術者の育成  実務経験を有する教員の配置）

基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等

観点２－２－①
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(1)、(2) 重複該当

・（専攻科については、設置基準上必要とする教員数の定めがないため、）学校の教育

の目的等を踏まえた配置状況がわかるか。

・各教員の専門分野と担当授業科目の整合性、学校の目的やＤＰ・ＣＰ等に対応させた教

員配置（非常勤を含む）の適切性等において問題がないか。

・ＤＰの内容に対応した教員配置となっているか。

（例：応用開発型技術者の育成  博士取得者、技術資格取得者の効果的な配置等）

(3)適切な研究実績･研究能力を有する教員が研究指導を担当しているか。

・研究指導を担当する教員は特例適用審査において「適」となる教員であること。（特例

適用専攻科の認定を受けていれば可。）

基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等

観点２－２－②

※この観点の判断においては特例適用専攻科の認定審査の結果を利用できる。（項目別の自己点検・評価結果

欄及び根拠資料・説明等欄への記入を要しない。）

・結果を利用・・当該結果を根拠として本観点全体の判断を行うこととし、その結果を踏まえ、本観点の内容

を満たすと判断する根拠理由(根拠理由欄)を基に分析する（項目別の分析は行わない）。

・利用しない・・自己点検・評価の各項目について分析する。
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(1)教員の配置について、教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図る

ため、教員の構成が特定の範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮して

いるか。
◇教員の年齢構成がわかる資料（観点４－３－① の、教員組織、教員の数並びに各教員が

有する学位及び業績に関する根拠資料を流用してもよい。）

・教員の年齢構成について、学校の現状を示しているか。（年齢構成に対する適切な措置

については、高専設置基準で規定。）

◆配慮の取組について、資料を基に記述する。

・均衡ある年齢構成に向けた取組への配慮について、その取組を示しているか｡

基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等

観点２－２－③
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観点２－２－③ 続き

(2)(1)以外に配慮している措置はあるか。
・基準や規定に従って実施していることが具体的にわかるか｡

・高等専門学校の目的や現状に応じて、教員組織の活動をより活発化させるための適切な

措置の具体例に加えて､それに関する実績がわかるか。

・少なくとも１つ以上のチェック（取組）が必要。

(3)在職する教員に対して教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化を図

るために行っている措置等はあるか。

・基準や規定に従って実施していることが具体的にわかるか｡

・少なくとも１つ以上のチェック（取組）が必要。

基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等
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(1)、(2) 重複該当
◇教員評価に係る規程等がわかる資料

・教育活動を評価しているか。

・（資料が個人面談等の場合）校長が行う個人面談や教務主事、学生主事、寮務主事が

行う評価の内容に、教育活動の評価を含んでいるか。

・教員個々の資質向上を目的としたものは、２－４－①（ＦＤ）に該当する。

◇給与や研究費配分に活用することとしているか、教員組織の見直し等に活用することと

しているかがわかる資料

・優れている点を評価する体制（仕組み）や、その実施状況を示しているか。

（根拠資料について、個人情報を含んだ校長面談での確認内容の場合、訪問調査時提出

資料となることも想定）

基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等

観点２－３ー①
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観点２－３－① 続き

(3)把握した評価結果を基に、行っている取組はあるか。

◆評価結果を具体的にどのように活用しているのか、資料を基に記述する。

・教員評価結果の活用状況について、客観的に確認できるか。（訪問調査時提示資料とす

る場合も同様。）

・少なくとも１つ以上のチェック（取組）が必要。

(4)非常勤教員に対し教員評価を実施しているか。

◇実施していることがわかる資料

・常勤教員と同様もしくは、少なくとも授業アンケート結果等を利用した取組が必要。

基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等
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(1)補足なし

(2)(1)で定められている基準等では、教育上の能力等を確認する仕組みとなっ

ているか。
・少なくとも１つ以上のチェック（取組）が必要。

(3)(1)の基準等に基づき、実際の採用・昇格等を行っているか。
・実績がわかるか。

(4)非常勤教員の採用基準等を定めているか。
・採用基準の規定整備、もしくは専任教員の基準を準用していることの説明が必要。

基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等

観点２－３－②
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(1)学校として、授業の内容及び方法の改善を図るためにＦＤを実施する体制を

整備しているか。

◇実施体制・実施方針・内容・方法がわかる資料

・内容がＦＤに該当しているか。

(2)定期的にＦＤを実施しているか。

◇実施状況（参加状況等。）がわかる資料

・ＦＤでないものを実施状況としてカウントしないこと。

(3)(2)のＦＤを実施した結果が、改善に結びついているか。
・ＦＤとの関係を明示して、具体的に改善事例を記述しているか。

また、改善事例とＦＤとの関係性は明確か。（不明確なものは不可。）

基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等

観点２－４－①
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(1)、(2) 重複該当
・事務職員については、係ごとの人数配置状況を明示しているか。

・技術職員については、人数配置状況を明示しているか。

（資料では、技術職員間の業務分担の明確性までは求めない。）

・助手を配置している場合は、助手の位置付け・支援内容と人数配置状況を明示している

か。

・図書館においては、専門的な知識を有する職員を配置しているか。

（司書資格を有することを必須とはしない。）

基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等

観点２－４－②
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(1)教育支援者等（事務職員、技術職員、図書館職員、助手等。）に対して、

研修等、その資質の向上を図るための取組を適切に行っているか。
・技術職員を対象とした研修や技術発表会などの実施状況を、具体的に示しているか。

（技術職員に対する取組が確認できる資料が必要。）

・技術職員に対する校長裁量経費等による支援状況、技術職員の科学研究費助成事業の

申請状況、学校が独自に行っている資質の向上を図る取組などを具体的に示しているか。

・事務職員の研修等の実施状況を具体的に示しているか｡管理運営のための研修（ＳＤ）

の取組については、４－２－⑤が該当する。

・助手を配置している場合は、助手の研修等の実施状況を具体的に示しているか｡

基準２ 教育組織及び教員・教育支援者等

観点２－４－③
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(1)～(5) 重複該当

・法令の要件を満たしているか。

(6)自主的学習スペースを設けているか。

・利用可能時間、利用可能日（曜日）が確認できるか。

(7)教育研究環境の充実を図るため、(3)～(6)以外の施設・設備を設けているか

・利用可能時間、利用可能日（曜日）が確認できるか。

・少なくとも１つ以上のチェック（取組）が必要。

(8)施設・設備の安全衛生管理体制を整備しているか。

◇設備使用に関する規定、設備利用の手引き等

・危機管理を含む安全管理体制は観点４－２－②が該当する。

(9)(8)の体制が有効に機能しているか。

・学生に対する安全教育の実施状況を記述しているか。

・日常的な安全管理状況を具体的に記述しているか（施設・設備の点検状況など）。

基準３ 学習環境及び学生支援等

観点３－１－①
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観点３－１－① 続き

(10)施設・設備のバリアフリー化への配慮を行っているか。

・バリアフリー化への施設･設備の整備状況を具体的に示しているか。

(11)整備された教育・生活環境の利用状況や満足度等を学校として把握し

改善等を行う体制を整備しているか。

・学校としての体制（委員会、取組等）が必要。

(12)(11)の体制において、教育・生活環境の利用状況や満足度等を把握し、

改善等を実際に行っているか。

・授業や行事、学生の自主的学習環境としての利用状況から、教育課程の実現や学生の学

習環境に対する具体的な貢献が把握できるか。

・評価対象年度直近１年の利用実績数､満足度アンケート等がわかるか。（実績、結果を

まとめた資料）

基準３ 学習環境及び学生支援等
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(1)と(5) 補足なし

(2)ＩＣＴ環境のセキュリティ管理体制を適切に整備しているか。

・管理状況（セキュリティシステム、管理組織の規定、委員の配置、活動状況等）がわか

るか。

(3)ＩＣＴ環境は有効に活用されているか。

・教職員の活用状況と学生の活用状況の両方がわかるか｡

・利用実績数、満足度アンケート等がわかるか。（実績、結果をまとめた資料）

・教職員、学生への情報セキュリティ教育の実施が必要。（研修会、授業内容の資料等）

(4) (3)について学生や教職員のＩＣＴ環境の利用状況や満足度等を学校として

把握し改善等を行う体制を整備しているか。

・学校としての体制（委員会、取組等）が必要。

基準３ 学習環境及び学生支援等

観点３－１－②
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(1)図書館の設備を法令に従い備えているか。

・法令の要件を満たしているか。

(2)図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料を系統的に

収集、整理しているか。

・系統、分野ごとに収集、整理していることがわかるか。（分野ごとの収集冊数の表等）

(3)(2)の資料は、教職員や学生に有効に活用されているか。

・自主学習の場としての機能状況は、観点３－１－①－(6)が該当する。

(4)(2)の資料が有効に活用されるための取組を行っているか。

・平日、祝祭日、長期休暇、テスト期間等の状況に応じて、開館時間変更の配慮を行って

いることがわかるか。

・新入生オリエンテーション等で、ガイダンスを行っているか。

・図書、学術雑誌、視聴覚資料等を利用する際のサポートの状況がわかるか。（電子ジャー

ナルの利用状況、ブックハンティングの状況、学生の購入希望図書の取扱状況等）

基準３ 学習環境及び学生支援等

観点３－１－③
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(1)教育を実施する上でのガイダンスをどのような対象に対して実施しているか。

・ガイダンスの内容が日程表、実施日のわかる資料（学年暦等）からわかるか。

・受入を行っている学生に対しては、ガイダンスの実施は必須。留学生や社会人学生の受

入を行っていない場合は、ガイダンスの実施は不要。

・チェックをつけた受入対象と基準６－１－①－(1)の内容及び学校ウェブサイトでの入試

情報等は整合性が取れている必要がある。

・留学生や社会人学生等のガイダンスは、個別でなくとも、学科生や専攻科生と合わせて

実施することでも可。

・当該観点では、一部の学科・専攻の実施状況の分析のみではなく、全校もしくは学科全

体、専攻科全体としての実施状況を評価の対象範囲としている。

基準３ 学習環境及び学生支援等

観点３－２－①
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(1)、(3) 重複該当
・当該観点では、一部の学科・専攻の実施状況の分析のみではなく、全校もしくは学科全

体、専攻科全体としての実施状況を評価の対象範囲としている。

・少なくとも１つ以上のチェック（取組）が必要。

(2) 補足なし

(4)(3)は、有効に機能しているか。
・学生のニーズを把握するための制度があり、把握した結果、取組が行われているか。

（少なくとも利用状況がわかる資料であれば可）

基準３ 学習環境及び学生支援等

観点３－２－②
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(1)留学生の学習及び生活に対する支援体制を整備しているか。
・留学生の受入（入学選抜）を行っている場合のみ、該当する。

・留学生の在籍がなくとも、募集している場合は支援体制（委員会等）の整備が必要。

(2)(1)の体制において、留学生の支援を必要に応じて行っているか。
◇留学生を支援する取組がわかる資料

・留学生用カリキュラムやプログラム等の資料があれば資料とする。

・留学生の在籍がない場合は、（1）の体制のみでも可。

(3)編入学生の学習及び生活に対する支援体制を整備しているか。

・編入学生の受入（入学選抜）を行っている場合のみ、該当する。

・編入学生の在籍がなくとも、募集している場合は支援体制（委員会等）の整備が必要。

(4)(3)の体制において、編入学生の支援を必要に応じて行っているか。

◇編入学生を支援する取組がわかる資料

・編入学生の在籍がない場合は、（3）の体制のみでも可。

基準３ 学習環境及び学生支援等

観点３－２－③
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観点３－２－③ 続き

(5)社会人学生の学習及び生活に対する支援体制を整備しているか。

・社会人学生の受入（入学選抜）を行っている場合のみ、該当する。

・社会人学生の在籍がなくとも、募集している場合は支援体制（委員会等）の整備が必要。

(6)(5)の体制において、社会人学生の支援を必要に応じて行っているか。

◇社会人学生を支援する取組がわかる資料

・社会人学生の在籍がない場合は、（5）の体制のみでも可。

(7)障害のある学生の学習及び生活に対する支援体制を整備しているか。

・障害のある学生の在籍がなくとも、支援体制（委員会等）の整備が必要。

・施設・整備面の支援については、観点３－１－①－(10)（施設・設備のバリアフリー

化）も該当するが、重複があっても問題はない。

・「障害のある」とは、身体、発達、学習等の様々な障害が考えられるが、それぞれの障害

への支援体制（委員会、取組）が必要。また、発達障害の把握方法がわかる資料があるか。

(8)(7)の体制において、障害のある学生の支援を必要に応じて行っているか。

・障害のある学生の在籍がない場合は、（7）の体制のみでも可。

基準３ 学習環境及び学生支援等
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(9)障害者差別解消法第５条及び第７条又は第８条（第９条、第10条、第11条

の関係条項も含む。）に対応しているか。

（※学校独自の取組の他、学校の設置者が定めている基本方針等も、資料として提示する

こと）

・この法令に適切に対応し、合理的な配慮を行っているか。(7)の支援体制の資料との重

複があってもよい。

(10)上記以外の特別な支援を行っているか。

・必ずしも特別な支援を行う必要はない。（行っている場合のみ該当）

基準３ 学習環境及び学生支援等

観点３－２－③ 続き
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(1)学生の生活や経済面における指導・相談・助言等の体制に関し、どのよう

に整備しているか。
・相談窓口を学生に十分伝えているか。（周知・案内方法）

(2) 補足なし

(3)(2)以外で、(1)の体制に基づいた学生の生活や経済面における指導・相談

・助言等の活動が実際に学生に利用されているか。

◇相談実績（相談・対応例）、各体制に係る委員会等の実施状況がわかる資料

・統計資料等から利用実績、委員会等の開催状況がわかるか。

◇奨学金等の利用状況がわかる資料

・申請、採択等の状況の資料から、学生が利用していることがわかるか。

基準３ 学習環境及び学生支援等

観点３－２－④
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(1)就職や進学等の進路指導を含め、キャリア教育の体制を整備しているか。

・組織的な進路指導体制として整備しているか。

（例：学科ごとに担任や学科長が進路相談の受付・助言を行う指導体制の整備。キャリ

ア支援室の設置等。）

(2)(1)の体制の下、就職や進学等の進路指導を含めたキャリア教育に関して、

学校としてどのような取組を行っているか。

・チェックをつけた項目ごとに、資料から具体的な取組と状況がわかるか。

・少なくとも１つ以上のチェック（取組）が必要。

(3)(2)の取組が機能しているか。

・学生アンケートや(2)の取組の利用人数等がわかるか。

基準３ 学習環境及び学生支援等

観点３－２－⑤
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(1)学生の課外活動に対する支援体制を整備しているか。
・学校が組織として支援している体制であるか。学校としての責任体制等（委員会等）を

示しているか。

(2) 補足なし

(3)学校としての支援活動の内容から見て、(1)の体制が機能しているか。
・学校としての取組、実績（支援体制が機能していることを示す活動実績）がわかるか。

（複数例が必要）

・学生個人の課外活動の成果（実績）を分析する項目ではないため、課外活動の成果のみ

しか確認できない場合は不可。

（例：顧問等の配置状況と支援内容、外部コーチの状況と支援内容、ロボコン、プロコ

ン等の支援の内容など）

基準３ 学習環境及び学生支援等

観点３－２－⑥
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(1)、(2)、(5) 補足なし

(3)勉学の場として整備しているか。
・場所の確保を制度的に整備しているか。

・特徴的な設備の設置や勉学支援活動の内容を示しているか。（ある場合のみで可）

(4)(2)(3)について、有効に機能しているか。
◇勉学の場としての活用実績がわかる資料

・学習室の利用状況、成績状況、寮生アンケート結果等がわかるか。

・（上級生が下級生の勉学を支援する活動等がある場合）取組内容や成果がわかるか。

基準３ 学習環境及び学生支援等

観点３－２－⑦
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(1)過去５年間の貸借対照表等による財務状況は適切な状況となっているか
◇過去５年間の貸借対照表等の財務諸表
・５年間（評価実施前年度を含む）の推移が確認できるか。（５年度の内容を一覧できる
表形式となっているか。単年度の内容そのまま５年分は推移の確認が難しいため不可。）

・資料のサンプルを機構ウェブサイトに掲載。
掲載先 https://www.niad.ac.jp/ （機構ウェブサイトTop）
・機構ウェブサイト（Top）＞大学等の評価＞認証評価 高等専門学校機関別認証評価＞
高等専門学校機関別認証評価実施大綱 等・評価手数料・自己評価書様式等

(2)校地、校舎等の資産を保有しているか。
◇その内容を確認できる資料
・全体像が分かるか。（キャンパスマップ、建物配置図など、面積等も分かると良い）

基準４ 財務基盤及び管理運営

観点４－１－①
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(3)過去５年間において運営費交付金、授業料、入学料、検定料等の経常的な
収入を確保しているか。

◇過去５年間の運営費交付金、授業料、入学料、検定料等の収入状況
・５年間（評価実施前年度を含む）の推移が確認できるか。（５年度の内容を一覧できる
表形式となっているか。単年度の内容そのまま５年分は推移の確認が難しいため不可。）

◆確保できない年があった場合は、実状を踏まえて、資料を基に記述する
・前年度と比較して、大幅に減少していないか。

(4)過去５年間の収支状況において支出超過となっていないか。
◇過去５年間の資金収支計算書及び消費収支計算書
・５年間（評価実施前年度を含む）の推移が確認できるか。（５年度の内容を一覧できる
表形式となっているか。単年度の内容そのまま５年分は推移の確認が難しいため不可。）

・消費収支計算書は、平成27年度以降分は事業活動収支計算書を指す。
・国公立の高専は損益計算書を再掲。
◆支出超過となった年があった場合は、実状を踏まえて、資料を基に記述する。

・単年度の状況（経常費用合計と経常収益合計）が支出超過となっていないか。

観点４－１－① 続き

基準４ 財務基盤及び管理運営
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(1)収支に係る方針、計画等を策定しているか。
・学内における方針、計画等であり、国立高等専門学校機構、地方自治体、学校法人の
内容ではないことに留意すること。

◇収支に係る方針や計画策定に関する予算関連規程等
・委員会等の【会議体の名称】が確認できるか。

◇予算配分や収支に係る方針、計画等がわかる資料
・委員会等で決定された方針・計画であることが確認できるか。
・教職員にとって分かりやすい内容か。

(2)(1)を関係者（教職員等）へ明示しているか。
◇予算の関係者（教職員等）への明示状況を把握できる資料

・委員会等で決定された内容を、教職員に周知しているか。

基準４ 財務基盤及び管理運営

観点４－１－②
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(1)学校の目的を達成するために、教育研究活動に対して適切な資源配分を
決定する際、明確なプロセスに基づいて行っているか。

◇予算配分実績（教育経費、研究経費、施設設備費の配分実績）
◇校長裁量経費等の重点配分経費を設定している場合は、その資源配分が把握できる資料
・（2）も踏まえ、収支に係る方針、計画等と整合していることが確認できるか。
◇予算関連規程等
・収支に係る方針、計画等の検討、決定から、その方針、計画を踏まえた配分の検討、
決定までのプロセスが委員会等の審議事項等の定めで確認できるか。

◇予算配分に係る審議状況がわかる資料（議事録等）
・収支に係る方針、計画等の検討、決定から、その方針、計画を踏まえた配分の検討、
決定までのプロセスが議事録等から確認できるか。

(2)資源配分が、4-1-②の収支に係る方針、計画と整合性を有しているか。
◆資源配分と収支に係る方針、計画との整合性、執行状況との対応について、資料を基に記

述する。その際、資源配分の決定プロセスの整合性についても言及する。
・無理な説明になっていないか。整合しない場合は、その理由が確認できるか。

(3)資源配分の内容について、関係者（教職員等）に明示しているか。
◇予算の関係者（教職員等）への明示状況を把握できる資料
・委員会等で決定された内容を、教職員に周知しているか。

観点４－１－③

基準４ 財務基盤及び管理運営
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(1)設置者は、法令等に基づき、財務諸表等を作成・公表しているか。
◇作成・公表状況がわかる資料
・ウェブサイト等での公表箇所が確認できるか。
（国立高等専門学校の場合は、高等専門学校機構のウェブサイト）

(2)財務に係る監査等を実施しているか。
◇学内会計監査規程（科学研究費助成事業等の外部資金に関する監査規程も含む。）
・監査に係る規程類、マニュアル等が確認できるか。
◇外部監査、学内監査の監査報告書、国立高等専門学校の場合は、国立高等専門学校間の相

互監査報告書

・報告書等で監査の実施とその内容が確認できるか。（監事監査も含む）

基準４ 財務基盤及び管理運営

観点４－１－④
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(1)管理運営体制に関する規程等を整備しているか。
・組織構成、役割分担を明確に示しているか。

(2)委員会等の体制を整備しているか。
・企画(室)会議、運営会議等の役割、位置付けを明示しているか。

・（ワーキンググループ等の場合）設置規程や諮問・答申の手続き等を明示しているか。

(3)校長、主事等の役割分担が明確になっているか。
・校長が全体を把握し、リーダーシップを発揮できる体制となっていることを示してい

るか。（管理体制がわかる規程等）

(4)事務組織の体制を規程等に基づき整備しているか。
・組織構成、役割分担を明確に示しているか。

(5) 補足なし

(6) (1)～(5)の体制の下、効果的な活動を行っているか。
・直近１年程度の活動状況が確認できるか。

観点４－２－①

基準４ 財務基盤及び管理運営
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(1)学校として、責任の所在を明確にした危機管理を含む安全管理体制を整備

しているか。

・組織構成、役割分担を明確に示しているか。

（※本観点では危機管理体制が対象。施設・設備の安全衛生管理体制は観点３－１－①

－(8)が該当する。）

(2)危機管理マニュアル等を整備しているか。

・学校として、危機管理マニュアルを定めているか。

(3)(1)(2)に基づき、定期的に訓練を行うなど、危機に備えた活動を行ってい

るか。

・消防法に基づく防災訓練等の実施状況（定期性）が確認できるか。

観点４－２－②

基準４ 財務基盤及び管理運営
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(1) ・科研費獲得のための取組（講演会等）がわかるか。

(2) 補足なし

観点４－２－④

・（近隣の他の高等教育機関を活用している場合）他の高等専門学校や大学、短大との連

携状況を明記した具体的な活用状況を示しているか。

・（地域の教育資源（実践教育の地域人材等）、同窓会ＯＢを活用している場合）組織的

な連携状況を明記した具体的な活用状況を示しているか。

・（海外の教育機関を活用している場合）目的を達成するための具体的活用状況を連携状

況と共に示しているか。

観点４－２－⑤

◇実施状況（参加状況等）がわかる資料

・事務職員等、教員等、校長等の執行部の、研修等の実施状況を具体的に示しているか。

※教育支援に係る研修は２－４－③に該当する。

観点４－２－③

基準４ 財務基盤及び管理運営
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(1)教育情報を法令に従い適切に公表しているか。

◇【別紙様式】ウェブサイト掲載項目チェック表

・法令で定められた内容を全て公表しているか。

（ⅰ）インターネットの利用や刊行物への掲載により必要な項目を公表しているか。

（ⅱ）教員の業績については、以下の点に留意。

①研究業績（著書、論文等）もしくは職務上の実績（教育歴、職務実績を中心とし、社

会貢献活動等を含む）を公表しているか。

②教員の業績については、外部機関（科学技術振興機構等）が運営する研究者情報への

リンクを通じての公表も可。（ただし、教員個人ごとの情報が閲覧できるよう、個別

にリンクを設定していることが必要。）

観点４－３－①

基準４ 財務基盤及び管理運営
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(1)教育課程の編成及び実施に関する方針（ＣＰ）を踏まえて、適切な授業科

目を体系的に配置しているか。
・ＣＰに沿って教育課程を編成しているか（JABEE認定プログラムの課程表は不可）｡

・教育課程の体系性及び授業の内容は適切か。

・科目構成、また、選択科目の選択制約条件などに疑義がないか。

(2)一般教育の充実に配慮しているか。
・（一般教育の中に、豊かな人間性の涵養を図る取組がある場合）具体的な取組（配慮）

内容がわかるか。

(3) 補足なし

(4)年間の授業を行う期間を定期試験等の期間を含め、35週確保しているか。
・35週を確保しているか。

(5)特別活動を90単位時間以上実施しているか。
・90単位時間以上実施しているか。

基準５準学士課程の教育課程・教育方法

観点５－１－①
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(1)学生の多様なニーズ、学術の発展の動向、社会からの要請等を踏まえ、教

育課程における具体的な配慮としてどのようなことを行っているか。

・少なくとも１つ以上のチェック（取組）が必要。

・（特色のある取組がある場合）具体的な内容を示しているか。

(2)他の高等教育機関との単位互換制度を設けている場合、法令に従い適切に

取り扱っているか。
・法令を満たしているか。

基準５ 準学士課程の教育課程・教育方法

観点５－１－②

【参考】高等専門学校設置基準

第十九条 （略）六十単位を超えない範囲で（略）修得したものとみなすことができる。
（高等専門学校以外の教育施設等における学修等）
第二十条 （略）大学における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、（略）認定することができる。
２ 前項により認定することができる単位数は、前条により（略）修得したものとみなす単位数と合わせて六十単位を超え

ないものとする。
３ 第一項の規定は、学生が、外国の大学又は高等学校に留学する場合及び外国の大学が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修する場合について準用する。この場合において認定することができる単位数は、前条及び第一項によ
り当該高等専門学校において修得したものとみなし、又は認定する単位数と合わせての合計数は六十単位を超えないもの
とする。
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(1)創造力を育む教育方法の工夫を行っているか。

◇創造力を育む教育方法の工夫がわかる資料（ＰＢＬ型の授業や創造型の演習の実施等）

例：シラバス

◇実施状況がわかる資料

例：受講者数・単位認定数がわかる資料や授業の教材等

◆工夫を行った結果、学生が創造力を発揮し、あげた成果や効果があれば具体的に、資料

を基に記述する。

・教育方法の工夫が、単に学生が持っている創造力を発揮させるだけでなく、学生の持っ

ている創造的能力を高める内容であるか。（科目単位の単発な取組ではなく、全学的に

創造力を育む教育方法の工夫を行っているか。またその取組が学年を通した体系性を持

ち､全ての学科での取組であること。）

基準５ 準学士課程の教育課程・教育方法

観点５－１－③
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(2)実践力を育む教育方法の工夫を行っているか。

◇実施状況がわかる資料

・報告書、報告会等の資料から、インターンシップの実績、単位認定（成績評価）方法が

わかるか。

◆工夫を行った結果、学生が実践力を発揮し、あげた成果や効果があれば、具体的に、資

料を基に記述する。

・科目単位の単発な取組ではなく、全学的に実践力を育む教育方法の工夫を行っているか。

またその取組が学年を通した体系性を持ち､全ての学科での取組であること。

・国際対応力を育む教育方法の工夫について、取組や成果が確認できるか。

・教育方法の工夫が学校としての取組（全ての学科での取組）か。（学校の学習・教育目

標、ＤＰ等に沿った教育が行われているかに留意。）

基準５ 準学士課程の教育課程・教育方法

評価の視点５ー１ 特記事項

観点５－１－③ 続き



独立行政法人
大学改革支援・学位授与機構

51

(1)教育課程の編成及び実施に関する方針(ＣＰ）に照らして、講義、演習、

実験、実習等の適切な授業形態が採用されているか。

◇授業形態の開講状況（バランス含む。）がわかる資料

・各授業形態の割合を示しているか。

◆授業形態のバランスが適切であることについて、資料を基に記述する。

・割合を基に、そのバランスの適切性を、CPに対応させて記述しているか。

(2)教育内容に応じて行っている、学習指導上の工夫には、どのような工夫が

あるか。

◇チェックした項目の実施状況がわかる資料

・具体的な授業科目名と共に、具体的な工夫内容が教育内容に対応しているか。

◆その他の項目をチェックした場合は、その内容を列記し、その状況がわかる資料を提示

する。

・例：習熟度別クラス編成、ものづくり教育、創造性教育での工夫、アクティブラーニン

グの導入、ＰＢＬ型の授業の導入

基準５ 準学士課程の教育課程・教育方法

観点５－２－①
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(1)教育課程の編成及び実施に関する方針（ＣＰ）を踏まえて適切に設定され

た項目に基づきシラバスを作成しているか。

◆その他の項目にチェックした場合は、具体的な内容（項目）を記述する。

・達成目標、教育目標等との関係を明示しているか。

・「高等専門学校設置基準第17条第３項の規定に基づく授業科目か、４項の規定に基づく

授業科目かの区別の明示」というのは、履修科目か学修単位科目かの区別のことを指す。

・「その他」以外に、少なくとも１つ以上のチェック（取組）が必要。

・「事前に行う準備学習」に係る内容を記載しているか。（高専機構のWebシラバスの

形式では「事前に行う準備学習」の項目が設けられていないが必要項目）

基準５ 準学士課程の教育課程・教育方法

観点５－２－②
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観点５－２－② 続き

(2)教員及び学生のシラバス活用状況を把握し、その把握した状況を基に改善

を行っているか。

◇活用状況がわかる資料

・教員、学生、両方のシラバスの活用状況が客観的にわかるか。

◆改善を行った事例があれば、改善内容について、資料を基に記述する。

・「改善を行っていない」にチェックがつく場合でも、活用状況を基に議論していること

がわかる資料から、学校が活用状況を把握した結果として、よく利用されている等の理

由で改善を行う必要がないと判断していることがわかれば可。

(3)設置基準17条第3項の30単位時間授業では１単位当たり30時間を確保してい

るか。
・30時間を確保しているか。

基準５ 準学士課程の教育課程・教育方法
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観点５－２－② 続き

(4) (3)の30単位時間授業では、１単位時間を50分としているか。
・45分で運用する場合は、50分相当の内容を実施していることがわかるか。

（例、２単位連続とすることで、出欠確認や前回授業の振り返りの時間等が短縮される等）

(5)１単位の履修時間が授業時間以外の学修と合わせて45時間である授業科目

を配置している場合には、授業科目ごとのシラバス、あるいはシラバス集、

履修要項等に、１単位の履修時間は授業時間以外の学修等を合わせて45時間

であることを明示しているか。
・学修単位科目について明示しているか。

(6)(5)の履修時間の実質化のための対策としてどのような方策を講じているか
・「その他」以外は、全てにチェック（学校としての取組の実施）が必要。

基準５ 準学士課程の教育課程・教育方法
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(1)成績評価や単位認定に関する基準を、教育課程の編成及び実施に関する方針
（カリキュラム･ポリシー）に基づき、策定しているか。
・規程等で明確に定めているか。（CPのみに定めているだけは不可）

(2)成績評価や単位認定に関する基準に基づき、各授業科目の単位認定等を行

っているか。
・教育の成果の具体的な根拠資料の一つであり、内部質保証を確立していることを示す

重要な要素であることに留意する。

・追試・再試を含めて、試験、成績評価・単位認定を適切に実施しているか。

(3)１単位の履修時間が授業時間以外の学修と合わせて45時間である授業科目

（学習単位科目）を配置している場合、授業時間以外の学修についての評価

がシラバス記載どおりに行われていることを学校として把握しているか。

・学修単位科目の成績評価・単位認定方法が適切か。

基準５ 準学士課程の教育課程・教育方法

観点５－３－①
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観点５－３－① 続き

(4) 補足なし

(5)(4)について、学生の認知状況を学校として把握しているか。
・学生の認知状況を、学校として把握していることが、客観的に確認できるか。

(6)、(7) 補足なし

(8)成績評価等の客観性、厳格性を担保するため、どのような組織的な措置を

行っているか。
◆実施状況や成績分布を踏まえて、成績評価や単位認定における基準の客観性・厳格性を

担保するための措置が、有効に機能しているかどうかについて、資料を基に記述する。

・組織的な措置を適切に実施しているか。また、有効に機能していることについて記述し

ているか。

・成績評価等の客観性、厳格性の担保については、訪問調査時に抽出した授業科目（過去

２年分）の成績評価資料を確認することを原則とする。（Ｐ）

基準５ 準学士課程の教育課程・教育方法
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(1)～(4) 補足なし

(5) (4)について、学生の認知状況を学校として把握しているか。
・学生の認知状況を、学校として把握していることが、客観的に確認できるか。

基準５ 準学士課程の教育課程・教育方法

観点５－３－②
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(1)入学者の受入れに関する方針（ＡＰ）、特に入学者選抜の基本方針に沿っ

た入学者選抜方法（学生募集の方針、選抜区分（学力選抜、推薦選抜等。）

、面接内容、配点・出題方針等。）となっているか。

・選抜方法の適切性とともに、選抜を適切に実施していることが確認できるか。

（根拠資料について、個人情報を含む場合、訪問調査時提出資料となることも想定）

基準６ 準学士課程の学生の受入れ

観点６－１－①
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(1)検証及び検証結果を改善に役立てる体制を整備しているか。

・委員会規程等から、検証と改善に役立てる体制が、それぞれわかるか。

(2)(1)の体制の下、実際に入学した学生が､入学者の受入れに関する方針（Ａ

Ｐ）に沿っているかどうかの検証を行っているか。

・具体的な検証の取組を明示しているか。

・入学者に対してなんらかの検証を行っていれば可。

(3)(2)の検証の結果を入学者選抜の改善に役立てているか。
・検証結果により改善の必要性が認められる場合、改善状況を具体的に記述しているか。

・改善は､（2）の検証結果を反映したものであるか｡

基準６ 準学士課程の学生の受入れ

観点６－１－②
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(1)、(2) 補足なし

(3)過去５年間の学科ごとの入学定員に対する実入学者数が適正であるか。
・適正とは、0.7倍以上1.3倍未満の範囲のこと。

・過去５年分は、評価実施年度を含めた範囲とする。

(4)過去５年間で、実入学者数が、入学定員を大幅に超過、又は大幅に不足し

ている状況にあった場合は、改善の取組を行っているか。
・実入学者数を入学定員と比べた状況に基づいて記述しているか｡

・（入学定員を大幅に下回る（0.7倍未満）場合）適正化に向けた改善の取組状況を記述

しているか。

・（入学定員を大幅に超えている（1.3倍以上）場合）教育･研究環境の実態状況（主に

問題状況の有無）を把握しているか。問題を把握している場合、適正化に向けた改善

の取組状況を記述しているか。

基準６ 準学士課程の学生の受入れ

観点６－１－③
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(1) 補足なし

(2)、(3) 重複該当

◇把握・評価の実施状況がわかる資料

・学校として把握・評価する方法及び、それを基に学生全体の達成状況を把握・評価する

方法がわかるか。

・学生による達成度評価や達成度確認は観点７－１－②が該当する。

◆左記(2)及び上記の資料を踏まえて、学習・教育の成果が認められることについて、資料

を基に記述する。

・卒業時にＤＰを達成していることを把握・評価した結果か。

・（卒業時に必要な単位の修得をもって個々の学生の達成状況の把握方法としている場合）

選択科目が多い時は、卒業に必要な単位の修得だけでは、ＤＰの達成状況の把握方法と

ならないことに留意する。また、各科目の内容とＤＰの各項目との対応状況によっては、

選択科目の履修状況により、ＤＰの項目のうち、達成できない項目（状況）がないか

併せて留意する。

基準７ 準学士課程学習・教育の成果

観点７－１－①
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(1)学生が卒業時に身に付ける学力、資質・能力について、学生・卒業生・進

路先関係者等からの意見聴取の結果に基づいて学習・教育の成果を把握・

評価するための体制を整備しているか。

・意見聴取の体制だけでなく、成果を把握・評価するための体制（委員会、取組等）が

わかるか。

(2)～（4） 重複該当

・ＤＰの各項目について、学生による達成度評価が確認できるか。

・（各授業の達成度評価を資料とする場合）それが卒業（修了）時に身に付ける学力、資

質・能力の達成度評価と理解できる内容か。

(5)(2)～(4)の評価結果から学習・教育の成果が認められるか。
・（(2)～(4)について、学校の自己分析として、達成状況が低いとするものがある場合）

その対応状況がわかるか。

基準７ 準学士課程の学習・教育の成果

観点７－１－②
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(1) 補足なし

(2)学校として把握している就職先や進学先は、各学科の養成しようとする人
材像に適したものとなっているか。

◆就職率・進学率や就職先等から、養成しようとする人材像にかなった成果が得られて

いるかどうかについて、資料を基に記述する。

・対象とする年度は、原則、評価実施年度を含めた過去５年分とする。

・就職率(就職者/就職希望者)と、教育の目的に沿った就職先となっていることを記述し

ているか。

・進学率(進学者/進学希望者)と、教育の目的に沿った進学先となっていることを記述し

ているか。

基準７ 準学士課程の学習・教育の成果

観点７－１－③
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(1)専攻科課程の教育課程は、準学士課程の教育との連携、及び準学士課程の

教育からの発展等を考慮した教育課程となっているか。
・準学士課程４､５年次及び専攻科課程１､２年次の科目系統図、又は、主要科目の学科・

専攻科科目関連図等から、連続性、発展性の考慮状況がわかるか。

(1)ＣＰを踏まえて、適切な授業科目を体系的に配置しているか。
・分析の視点・判断基準等は、５－１－①－(1)の留意点に準ずる。

・専攻科として完結した教育課程が編成されているかは問わない。

基準８ 専攻科課程の教育活動の状況

観点８－１－①

観点８－１－②

※以下の観点の判断においては特例適用専攻科の認定審査の結果又はＪＡＢＥＥ認定プログラムの認定に係る

結果を利用できる。（項目別の自己点検・評価結果欄及び根拠資料・説明等欄への記入を要しない。）

・結果を利用・・当該結果を根拠として本観点全体の判断を行うこととし、その結果を踏まえ、本観点の内容

を満たすと判断する根拠理由(根拠理由欄)を基に機構が分析する（項目別の分析は行わない）。

・利用しない・・自己点検・評価の各項目の自己評価を基に機構が分析する。
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・観点５－２－①に準じる。

基準８ 専攻科課程の教育活動の状況

※この観点の判断においてはＪＡＢＥＥ認定プログラムの認定に係る結果を利用できる。（項目別の自己点検

・評価結果欄及び根拠資料・説明等欄への記入を要しない。）

・結果を利用・・当該結果を根拠として本観点全体の判断を行うこととし、その結果を踏まえ、本観点の内容

を満たすと判断する根拠理由(根拠理由欄)を基に機構が分析する（項目別の分析は行わない）。

・利用しない・・自己点検・評価の各項目の自己評価を基に機構が分析する。

(1)学生への教養教育や研究指導を、適切に行っているか。
・専攻科で修学するにふさわしい教養を授ける教育、研究上の指導の状況が確認できるか。

・特別研究の指導の枠組、状況・内容についてわかるか。

例）・指導教員の指導状況、副指導教員がいる場合の指導状況

・技術職員の研究のサポート状況

※この観点の判断においては特例適用専攻科の認定審査の結果を利用できる。（項目別の自己点検・評価結果

欄及び根拠資料・説明等欄への記入を要しない。）

・結果を利用・・当該結果を根拠として本観点全体の判断を行うこととし、その結果を踏まえ、本観点の内容

を満たすと判断する根拠理由(根拠理由欄)を基に機構が分析する（項目別の分析は行わない）。

・利用しない・・自己点検・評価の各項目について分析する。

観点８－１－③

観点８－１－④
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基準８ 専攻科課程の教育活動の状況

※この観点の判断においてはＪＡＢＥＥ認定プログラムの認定に係る結果を利用できる。（項目別の自己点検

・評価結果欄及び根拠資料・説明等欄への記入を要しない。）

・結果を利用・・当該結果を根拠として本観点全体の判断を行うこととし、その結果を踏まえ、本観点の内容

を満たすと判断する根拠理由(根拠理由欄)を基に機構が分析する（項目別の分析は行わない）。

・利用しない・・自己点検・評価の各項目の自己評価を基に機構が分析する。

・観点５－３－①に準じる。

観点８－１－⑤

※この観点の判断においてはＪＡＢＥＥ認定プログラムの認定に係る結果を利用できる。（項目別の自己点検

・評価結果欄及び根拠資料・説明等欄への記入を要しない。）

・結果を利用・・当該結果を根拠として本観点全体の判断を行うこととし、その結果を踏まえ、本観点の内容

を満たすと判断する根拠理由(根拠理由欄)を基に機構が分析する（項目別の分析は行わない）。

・利用しない・・自己点検・評価の各項目の自己評価を基に機構が分析する。

・観点５－３－②に準じる。

観点８－１－⑥

評価の視点８－１ 特記事項

・（観点で分析できない創造力、実践力及び国際対応力を育む教育方法の工夫がある場合）

５－１－③、評価の視点５－１に準じる。
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基準８ 専攻科課程の教育活動の状況

観点８－２－①

・観点６－１－①に準じる。

観点８－２－②

・観点６－１－②に準じる。

観点８－２－③

・観点６－１－③に準じる。

（入学定員が大幅に下回る（0.7未満）又は大幅に超えている（1.3倍以上）の場合）

入学定員数が少数で、わずかな人数の変化でも割合への影響が大きいことから、少なく

とも教育・研究環境について支障が生じていない状況（教員数、教育施設、授業実施の

状況がわかる資料）が確認できるのであれば可。
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基準８ 専攻科課程の教育活動の状況

観点８－３－①

・観点７－１－①に準じる。

観点８－３－②

・観点７－１－②に準じる。

観点８－３－③

・観点７－１－③に準じる。

観点８－３－④

・（「学位取得を目的としていないので該当しない」の場合）自己評価及び分析の対象外。
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観点Ａ－１－①

選択的評価事項Ａ 研究活動の状況

・個々の研究者の持つ研究目的ではなく、学校全体として独自に定めた研究活動を位置付

ける目的等を指す（中期計画及び年度計画の流用、学内センター等の設置規程のみでは

目的等を定めていることにはならない。 ）。

観点Ａ－１－②

(1)学校が設定した研究活動の目的等を達成するための実施体制を整備しているか。

・実施体制の整備については、研究に従事する教員の配置状況、センター等の設置状況を、

研究活動状況については、共同研究等、他研究機関や地域社会との連携体制及びその機

能状況等の具体的な内容が確認できるか。

(2)学校が設定した研究活動の目的等を達成するための設備等を含む研究体制を整備して

いるか。

・研究体制を研究の目的に照らして整備しているか。（例えば、テクノセンター等付属

施設の位置付けや役割は明確か。）

(3)学校が設定した研究活動の目的等を達成するための支援体制を整備しているか。

・研究支援組織(事務組織等)及びその連携体制が確認できるか。

(4)（1)～(3)の体制の下、研究活動が十分に行われているか。

・研究活動の目的に照らして､具体的な活動状況が確認できるか｡
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・研究活動の目的に照らして、具体的な活動成果、目的の達成状況（達成度）が確認でき

るか。

選択的評価事項Ａ 研究活動の状況

・「具体的な改善事例については、活動状況とともに効果や成果について示すこと、また

研究活動の実施状況や問題点を把握しているものの、現状では改善を要する状況には

ない場合には、問題が生じた際に対応できる体制の整備状況について資料を提示する

こと」になっていることに留意する。

・自己点検している状況を分析。（地域テクノセンター、評価委員会等での自己点検実施

状況や、問題点の把握状況）

・外部意見を聴取する場合は、聴取状況に留意する。

・把握した問題点や聴取した意見を、改善に結びつける主体と取組状況を分析。

・把握した問題点があった場合、改善の具体的事例を記述しているかに留意する。

観点Ａ－１－③

観点Ａ－１－④
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観点Ｂ－１－①

選択的評価事項Ｂ地域貢献活動等の状況

・学校全体として独自に定めた地域貢献活動を位置付ける目的等を指す。

（中期計画及び年度計画の流用、学内センター等の設置規程のみでは目的等を定めている

ことにはならない。 ）。

観点Ｂ－１－②

(1) 補足なし

(2)(1)の方針に基づき計画的に実施しているか。
・（活動のうち、施設開放をあげている場合）単に施設開放しているだけでなく、具体的な

地域貢献活動等の状況がわかる資料か。

観点Ｂ－１－③

(1)学校が設定した地域貢献活動等の目的等に照らして、成果が認められるか。

・資料で示す実績（参加者数、参加者の満足度がわかる資料）は、 (2)の取組との整合性が

必要。実績の他に具体的な成果がわかるか。
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観点Ｂ－１－④

選択的評価事項Ｂ 地域貢献活動の状況

(1)観点Ｂ－１－③で把握した結果を基に問題点等を把握し、それを改善に

結びつけるための体制を整備しているか。

◇改善の体制がわかる資料

・観点Ａ－１－④に準ずる。

◆学校が設定した地域貢献活動等の目的等の項目に対応させた具体的な改善事例があれば、

具体的な内容について、資料を基に記述する。

・観点Ａ－１－④に準ずる。



独立行政法人
大学改革支援・学位授与機構

73

◎：資料提示とともに文書による補足説明を求める確認事項
＜例＞

◎ＦＤの実施が教育の質の向上や授業の改善に結び付いたと判断

できる資料を提示するとともに補足説明願いたい｡（２－４－①）

○：資料提示のみを求める確認事項
＜例＞

〇自己点検評価の結果が教育の質の改善・向上に結び付いた具体

例があれば提示願いたい。（１－１－④）

●：訪問調査時に面談等により確認する事項
＜例＞

●図書館の活用状況について確認したい。（３－１－③）【学生、卒

業生面談】

補足資料

「訪問調査時の確認事項」


